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３．２．２ 海域構造調査 

 

３．２．２．１ 沖合構造調査 
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(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目  

  2.2.1 沖合構造調査 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

独立行政法人海洋研究開発機構 

地球内部ダイナミクス領域  

 

同 地震津波・防災研究プロジ

ェクト 研究企画グループ 

プログラムディレクター 

技術研究副主任 

技術研究副主任 

サブリーダー 

小平 秀一 

佐藤 壮 

野 徹雄 

柏瀬 憲彦 

 

(c) 業務の目的 

 北海道北西沖～鳥取沖にかけての日本海の沿岸部から大和海盆・日本海盆に至る海域に

おいて、ストリーマーケーブルを用いたマルチチャンネル反射法地震(MCS)探査と海底地

震計(OBS)を用いた地震探査を実施し、日本海の地殻構造・断層の位置と形状を明らかに

する。 

 

(d) ８か年の年次実施計画 

1) 平成２５年度： 

北海道西方沖や北陸～山陰沖における既存地震探査データを収集し、必要に応じて再処

理を実施する。その結果を用いて、地殻変形構造の特徴の概略を把握する。 

 

2) 平成２６年度： 

石川沖から福井沖にかけての海域において、マルチチャンネル反射法地震（MCS）探査

および海底地震計（OBS）による地震探査を実施し、地殻構造を明らかにする。特に、断

層に関連した変形構造、およびそれらと地殻構造の関係を明らかにし、日本海の地殻形成

過程も考慮した震源断層モデルを構築し、津波波源モデル作成のための基礎資料とする。 

 

3) 平成２７年度： 

福井沖から京都沖にかけての沿岸部から大和海盆・大和堆に至る海域において、MCS

探査と OBS を用いた地震探査を実施する。調査から得られたデータから詳細な地殻構造

イメージングを行い、断層・褶曲等の地殻変形構造を抽出する。なお、一部の測線は海陸

統合探査を予定しており、陸域部から沖合の海域部にかけての地殻全体の構造を構築する。 

 

4) 平成２８年度： 

京都沖から鳥取沖にかけての沿岸部から隠岐堆・大和海盆に至る海域において、MCS
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探査と OBS を用いた地震探査を実施する。調査から得られたデータから詳細な地殻構造

イメージングを行い、断層・褶曲等の地殻変形構造を抽出する。なお、一部の測線は海陸

統合探査を予定しており、陸域部から沖合の海域部にかけての地殻全体の構造を構築する。 

 

5) 平成２９年度： 

1940 年積丹半島地震（M7.5）震源域を含む北海道北西沖の沿岸部から武蔵堆・石狩海

盆・武蔵海盆・日本海盆に至る海域において、MCS 探査と OBS を用いた地震探査を実施

する。調査から得られたデータから詳細な地殻構造イメージングを行い、断層・褶曲等の

地殻変形構造を抽出する。なお、一部の測線は海陸統合探査を予定しており、陸域部から

沖合の海域部にかけての地殻全体の構造を構築する。 

 

6) 平成３０年度： 

1993 年北海道南西沖地震（M7.8）震源域を含む北海道南西沖の沿岸部から日本海盆に

かけての海域において、MCS 探査と OBS を用いた地震探査を実施する。調査から得られ

たデータから詳細な地殻構造イメージングを行い、断層・褶曲等の地殻変形構造を抽出す

る。なお、一部の測線は海陸統合探査を予定しており、陸域部から沖合の海域部にかけて

の地殻全体の構造を構築する。 

 

7) 平成３１年度： 

西津軽沖から新潟沖にかけて「ひずみ集中帯重点的調査観測・研究」で調査未完了とな

った海域及び平成 26 年度～30 年度の調査において調査未完了となって海域について、

MCS 探査と OBS を用いた地震探査を実施する。調査から得られたデータから詳細な地殻

構造イメージングを行い、断層・褶曲等の地殻変形構造を抽出する。なお、一部の測線は

海陸統合探査を予定しており、陸域部から沖合の海域部にかけての地殻全体の構造を構築

する。 

 

8) 平成３２年度： 

北海道北西沖から鳥取沖にかけての日本海の地殻構造、断層・褶曲等の地殻変形構造の

形態、及びその分布をまとめ、その結果を津波波源モデル、震源断層モデル構築のための

基礎資料の一部として提供する。 

 

(e) 平成２５年度業務目的 

 北海道西方沖や北陸～山陰沖における既存地震探査データを収集し、必要に応じて再処

理を実施する。その結果を用いて、地殻変形構造の特徴の概略を把握する。 

 

(2) 平成２５年度の成果  

 

(a) 業務の要約 

北海道西方沖や北陸～山陰沖における既存地震探査データの収集、一部データの再処理、
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及び紙媒体のデジタル化（SEG-Y 化）を実施した。その結果を用いて、地殻構造の特徴を

把握し、今後の調査測線の検討や立案に資した。さらに、「ひずみ集中帯重点的調査観測・

研究」などこれまで得られた日本海東縁の地震探査データについて研究を進展させ、発表

した。 

 

(b) 業務の実施方法 

本プロジェクトにおいて調査を予定している北海道西方沖や北陸～山陰沖における既

存地震探査データを収集した。収集したデータは、主に独立行政法人石油天然ガス・金属

鉱物資源機構（JOGMEC）［旧石油公団］が実施した基礎物理探査の MCS 探査データで

ある。現時点では、平成 13 年度「佐渡沖南西」以降の調査に関しては SEG-Y フォーマッ

トの Poststack データがすべてそろっているが、平成元年度「山陰～北九州沖」以前の調

査に関しては、Poststack データが SEG-Y フォーマットで存在していないケースが多い。

そこで、それらのデータの一部に関して、紙媒体の波形データのデジタル化（SEG-Y 化）

の処理を実施した。また、予算的な事情により、すべてのデータに関して、SEG-Y 化でき

なかったため、SEG-Y 化できなかった測線に関しては、紙媒体の断面図を当機構横浜研究

所内にある大判スキャナーでスキャンして、暫定的に tiff 形式の画像ファイルとして保存

した。また、当機構の MCS データに関しては、1995 年に取得した奥尻沖のデータ 1)と 2001

年に取得した鳥取沖のデータ 2)に関して、再処理を実施した。 

一方、海底地震計（OBS）を用いた地殻構造探査についても、過去に日本海で実施され

ている研究の結果やデータの把握を行った。ただし、1999 年以前の探査については位置情

報の把握はできても、P 波速度構造のデジタルデータを利用できるものは少なかった。 

 

(c) 業務の成果 

1) 過去に実施された日本海でのマルチチャンネル反射法地震探査 

日本海における反射法地震探査は、当機構以外に旧地質調査所(現独立行政法人産業技術

総合研究所)が実施した海洋地質図作成などのための地震探査 3）、2007 年能登半島沖地震

やひずみ集中帯重点的調査観測・研究に伴う二船式地震探査や海陸統合地震探査 4）5)、海

上保安庁が実施した地震探査 6）、活断層調査に伴う地震探査 7）、JOGMEC が実施してい

る基礎物理探査に伴う MCS 探査 8）9)などが実施されてきた。本プロジェクトにおいて、

当機構は沖合での地震探査を実施し、地殻構造と地震断層の関係の研究を進める予定であ

るため、当機構の地震探査の調査仕様に近く、閲覧が可能な基礎物理探査に伴う調査の資

料やデータの収集を主に行った。今回は、日本海で実施された昭和 45 年度「石狩～礼文

島」以降の 20 調査について、資料とデータを収集した（表１）。これらのデータのうち、

平成元年度「山陰～北九州沖」以前の調査については、多くの地震断面図が波形データ

（SEG-Y データ）となっておらず、紙媒体のものが多い。そこで、本プロジェクトで調査

海域が重なり、広範囲でイメージを把握できる昭和 60 年度「大和堆」の測線の一部につ

いて、紙媒体からの波形データのデジタル化（SEG-Y 化）を行った。作業手順は以下の通

りである。 

①地震探査断面のスキャン･･･大判スキャナーを使用して、各断面図をスキャンし、画
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像データとして保存。 

②ベクトル化処理･･･スキャンした画像データから専用のソフトウエアを用い、地震探

査トレースをベクトル化する。 

③F-X 予測フィルターの適用･･･ベクトル化されたトレースデータに対して、F-X 予測

フィルターを適用し、ランダムノイズを抑制する。 

④トレースヘッダーのセット･･･各トレースのヘッダーに SP 番号、CMP 番号、XY 座

標をセットする。 

⑤SEG-Y データの出力･･･④で得られたデータを SEG-Y フォーマットのデータへ出力。 

波形データ化（SEG-Y 化）を行ったデータの品質は十分ではないが、当機構横浜研究所

内の地震探査ソフトウエアでの作業が可能になった。その他の調査の測線については、当

機構横浜研究所内の大判スキャナーで tiff 化して保存し、当面データ解釈や調査計画の立

案の材料とすることにした。平成 13 年度「佐渡沖南西」以降のデータについては、波形

データ（SEG-Y データ）もすべて整えられており、それらを利用して、当機構横浜研究所

内の地震探査データ処理ソフトウエア ProMAX で処理し、データ解釈ソフトウエア

GeoFrame に登録した。 

 基礎物理探査のデータは基盤までの堆積層を主にターゲットとしてイメージングされ

る。特に、平成 20 年度以降のデータは「資源」による探査であるため、堆積層や基盤形

状のイメージが非常によい 10）。しかし、多くのデータの記録長が 5～9 秒であるため、日

本海盆のような地殻の薄い領域以外は地殻全体をイメージできていない。したがって、本

プロジェクトでの本担当の目的である地殻構造と地震断層の関係について研究するため

には、モホ面まで十分にカバーできる地震探査のデータ取得仕様が不可欠である。 

 また、当機構では本プロジェクトの調査対象領域である奥尻沖 1）や鳥取沖 2）で反射法

地震探査データが取得されている。これらのデータに関して、signature deconvolution、

tau-p deconvolution や F-X deconvolution などのノイズ抑制処理を中心に再処理を実施し

た。これらの結果については、図１に示す。再処理の結果、バブルの影響や多重反射など

のノイズが抑制され、イメージが改善された。しかし、これらのデータは、短いストリー

マーケーブルでのデータ取得であったため、基盤より下位のイメージには限界があり、基

盤下の地殻の新たな情報は得られなかった。 

 以上、既存の反射法地震探査データを把握した結果、北海道西方沖や北陸～山陰沖にか

けては、Poststack のデジタルデータが残っていない古い探査が多く、日本海東縁と比べ

て測線数が非常に少ない。さらに、データ取得仕様も、地殻構造と地震断層の関係を検討

する上では厳しい。したがって、本プロジェクトを進展させるためには、「ひずみ集中帯

重点的調査観測・研究」で実施した地殻構造研究と同等以上の調査計画を平成 26 年度以

降立案し、調査を実施する必要がある。しかし、予算や日程の都合で、すべての海域を高

密度の測線でデータ取得することは難しい。そのため、今回収集したデータは、今後本プ

ロジェクトで取得する地震探査データを補完するために利用していく。 

 

2) 日本海における海底地震計による屈折法・広角反射法地震探査の先行研究 

日本海では、形成過程や日本海東縁で発生している被害地震の発生メカニズムを明らか
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にするために、制御震源と OBS を用いた地殻構造探査が実施されてきている（図２・表

２）。 

2000 年以前の地殻構造探査は、日本海内の各海盆域（日本海盆、大和海盆、対馬海盆）

の中心部、および日本海東縁の一部でのみ実施されているが、これらの探査では OBS の

使用台数は多くなく、OBS の設置間隔が広いために、大局的な地殻構造の特徴のみ得られ

ている。 

一方、2000 年以降に実施された地殻構造探査では、 OBS の使用台数の増加により、得

られる地殻構造の空間分解能が上がり、構造の不均質についての議論が少しずつ可能にな

ってきている。さらに、今まで日本海で実施されていなかった海盆域から大陸棚域にかけ

ての海陸遷移域でも探査が行われ、これらの地域の地殻構造も明らかになってきている。

加えて、2009 年から「ひずみ集中帯の重点的調査観測・研究」で実施した探査では、OBS

の使用台数がさらに増加したことにより、探査域の地殻構造だけでなく、構造のタイプと

活構造の分布との対応関係が明らかになってきている。 

しかしながら、多数の OBS を使用した探査は、まだ非常に限られており、日本海の全

体を網羅しきれていない。したがって、MCS 探査と同様に、探査データが不十分な北海道

西方沖や北陸～山陰沖においては、「ひずみ集中帯重点的調査観測・研究」で実施した地殻

構造研究と同等以上の調査計画を立案して、地震探査を実施し、日本海の地殻構造と地震

断層の位置や形状の関係について研究する必要がある。 

 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

・北海道西方沖や北陸～山陰沖における既存地震探査データの収集し、一部再処理や紙媒

体のデジタル化（SEG-Y 化）を実施した。その結果を用いて、地殻構造の特徴の把握や調

査計画の検討を実施した。 

・日本海東縁において取得した既存地震探査データに関しては解析及び研究を進めて、そ

の成果は学会発表や論文として報告した。 

・北海道西方沖や北陸～山陰沖において、既存地震探査データのみでは測線数やデータ取

得仕様等の問題により、地震断層と地殻構造の関係の研究をより進展させることが難しい。 

・本プロジェクトでは、予算と時間の可能な範囲で、「ひずみ集中帯重点的調査観測・研究」

で実施した地殻構造研究と同等以上の調査計画を立案して、地震探査を実施し、日本海の

地殻構造と地震断層の位置や形状との関係についての研究を進展させたい。 
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(3) 平成２６年度業務計画案  

 石川沖から福井沖にかけての海域において、マルチチャンネル反射法地震（MCS）探査

および海底地震計（OBS）による地震探査を実施し、地殻構造を明らかにする。特に、断

層に関連した変形構造、およびそれらと地殻構造の関係を明らかにし、日本海の地殻形成

過程も考慮した震源断層モデルを構築し、津波波源モデル作成のための基礎資料とする。 
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再処理前

再処理後

図 1 2001 年に実施した鳥取沖での MCS 探査

データ（右図の赤線の領域）2）のノイズ抑制

処理等の再処理を適用した結果。上図が再処

理前。下図が再処理後。下図の方が、多重反

射やバブルなどによるノイズを抑制したイメ

ージになっている。 

 

隠岐堆 

隠 岐 ト ラ フ 

D
ep

th
 (

k
m

) 

20km 



 
 

90

 

図２ 日本海で過去に OBS を用いて実施された地殻構造探査測線図。地図中の番号に関

する詳細は表２に記す。 
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図３ 平成 26 年度に実施予定の地震探査測線図（今後の調整により変更される可能性が

ある）。赤線が MCS 探査予定測線、●が OBS 設置予定点。●が 気象庁一元化震源及び地

震年報 18)に収録されているデータによる震源分布図（深さ：0～50 km、期間：1923～2013

年、マグニチュード：MJ＞2）。地震メカニズム解は左側が 2000 年石川県西方沖の地震

13）、右側は 2007 年能登半島沖地震 14）。★が ODP Leg127 Site79715）、★が基礎試錐「金

沢沖」16）。橙線は活断層 19）20）。茶線は銭州海嶺から中部日本を横切った海陸統合地震探

査測線 17）。 
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表１ MCS 探査における既存データリスト。JPDC（石油開発公団）と JNOC（石油公団）と

JOGMEC（石油天然ガス・金属鉱物資源機構）のデータに関しては基礎物理探査の事業によるも

の。 
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表２ 日本海で過去に OBS を用いて実施された地殻構造探査。赤字は 2000 年以降の探査。 
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